












































































































階　級 年 間 収 入 階　級 年 間 収 入
第１階級 250万円未満 第10階級 700万円未満
第２階級 300万円未満 第11階級 750万円未満
第３階級 350万円未満 第12階級 800万円未満
第４階級 400万円未満 第13階級 900万円未満
第５階級 450万円未満 第14階級 1,000万円未満
第６階級 500万円未満 第15階級 1,250万円未満
第７階級 550万円未満 第16階級 1,500万円未満



























































































































































































2000 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ○ 　 　 　 　 　
2001 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ○ 　 　 　 　 　
2002 ○ 　 　 　 　 　 　 　 　 ○ 　 ○ 　 　 　 　
2003 ○ 　 　 　 ○ 　 　 　 ○ 　 　 　 　 　 　 ○
2004 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
2005 ○ 　 　 　 ○ 　 　 　 　 　 ○ 　 　 　 　 　
2006 ○ 　 　 ○ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
2007 ○ 　 　 ○ 　 　 　 　 　 　 　 ○ 　 　 　 　
2008 　 　 　 　 　 ○ 　 ○ 　 ○ 　 　 　 　 　 　
2009 　 　 　 　 　 ○ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
2010 ○ 　 ○ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
2011 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ○ ○ 　 　 　 　 　
2012 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ○ 　 　 　 　 　 　
2013 　 　 　 　 ○ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
2014 　 　 　 　 　 　 ○ 　 　 　 　 ○ 　 　 　 　
2015 　 　 　 　 　 ○ 　 　 　 　 ○ 　 　 　 　 　
2016 ○ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ○ 　 　 　 　 　
2017 ○ 　 　 　 ○ 　 ○ 　 　 　 　 　 ○ 　 　 　
2018 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































月収分 賞与分 月収分 賞与分
2000 8.675% 0.500% 4.250% 0.300% 0.400% 0.535%
2001 8.675% 0.500% 4.250% 0.300% 0.600% 0.535%
2002 8.675% 0.500% 4.250% 0.300% 0.700% 0.535%
2003 6.790% 4.100% 0.700% 0.445%
2004 6.967% 4.100% 0.700% 0.555%
2005 7.144% 4.100% 0.800% 0.625%
2006 7.321% 4.100% 0.800% 0.615%
2007 7.498% 4.100% 0.600% 0.615%
2008 7.675% 4.100% 0.600% 0.565%
2009 7.852% 4.100% 0.400% 0.595%
2010 8.029% 4.670% 0.600% 0.750%
2011 8.206% 4.750% 0.600% 0.755%
2012 8.383% 5.000% 0.500% 0.775%
2013 8.560% 5.000% 0.500% 0.775%
2014 8.737% 5.000% 0.500% 0.860%
2015 8.914% 5.000% 0.500% 0.790%
2016 9.091% 5.000% 0.400% 0.790%
2017 9.150% 5.000% 0.300% 0.825%
2018 9.150% 5.000% 0.300% 0.785%

































　 所得税 住民税 備　　　　　　考
配偶者控除 38万円 33万円 配偶者の所得が38万円以下の場合に適用。








基 礎 控 除 38万円 33万円
　 ～ 2010年 2011年～




扶 養 控 除 適用（15歳以下の子） 適用（16歳以上の子）
特定扶養控除 適用（16歳以上の子） ×























        
図表11：定率減税　　　　 　
　 課税所得 税率 控除額
～2006年
～ 330万円 10% 　
～ 900万円 20% 33万円




～ 195万円 ５% 　
～ 330万円 10% 9.75万円
～ 695万円 20% 42.75万円
～ 900万円 23% 63.6万円
～ 1,800万円 33% 153.6万円
1,800万円～ 40% 279.6万円
2016年～
～ 195万円 ５% 　
～ 330万円 10% 9.75万円
～ 695万円 20% 42.75万円
～ 900万円 23% 63.6万円
～ 1,800万円 33% 153.6万円





～ 700万円 10% 10万円
700万円～ 13% 31万円
2007年～ 一律 10% 　
所得税 住民税
減税率 上限 減税率 上限
～2005年 20% 25万円 15% 4万円




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































年 当初給与 可処分所得 低 下 率
2000 0.171 0.157 8.29%
2001 0.169 0.154 8.69%
2002 0.185 0.168 8.98%
2003 0.151 0.137 9.23%
2004 0.164 0.148 10.18%
2005 0.186 0.167 9.83%
2006 0.173 0.155 10.78%
2007 0.191 0.168 12.25%
2008 0.179 0.158 11.68%
2009 0.183 0.161 11.80%
2010 0.182 0.158 13.06%
2011 0.180 0.158 12.17%
2012 0.170 0.150 12.18%
2013 0.173 0.151 12.60%
2014 0.169 0.149 11.92%
2015 0.193 0.170 12.15%
2016 0.170 0.149 12.32%
2017 0.189 0.166 12.23%
2018 0.205 0.177 13.38%






















～ 180 0.40 0 
～ 360 0.30 18 
～ 660 0.20 54 
～ 1,000 0.10 120 
～ 1,500 0.05 170 
1,500 ～ 　 245
2016年
給与収入 控除率 控除額
～ 180 0.40 0 
～ 360 0.30 18 
～ 660 0.20 54 
～ 1,000 0.10 120 
～ 1,200 0.05 170 
1,200 ～ 　 230
2017年～
給与収入 控除率 控除額
～ 180 0.40 0 
～ 360 0.30 18 
～ 660 0.20 54 
～ 1,000 0.10 120 
1,000 ～ 　 220 
15 社会保険料は定率負担であり、一定額以上の収入に対しては課されないため、2007年
までの改善は所得税・住民税、児童手当によるものである。
16 なお、2020年からは給与収入850万円以上の場合の給与所得控除が195万円となる。
千葉経済論叢　第62号
－22－
その分所得が増加する結果、所得税・住民税が増加することになる。その分だ
け、再分配効果が高まっている構図である。言い換えると、低所得者の負担を
軽くする一方で高所得者の負担を重くするのではなく、高所得者の負担のみを
大きくすることによって、ジニ係数を高めているのであり、標準世帯全体が豊
かになっていない。この点はジニ係数に基づく評価の限界なのかもしれない。
　また、2012年からは所得制限がある定額の児童手当制度が始まるとともに、
扶養控除・特定扶養控除が廃止された。高所得者は、児童手当本来の半額しか
受け取れず、かつ、当初所得に占める割合はかなり低いものとなる。一方、扶
養控除・特定扶養控除が廃止されることにより、扶養控除・特定扶養控除分だ
け所得が増え、その増加分に対して当該者にとって最も高率な税率が乗じられ
ることになる。したがって、低所得者・高所得者とも、同額の所得控除がなく
なるのであるが、その後の税額計算において乗じられる税率が異なるため、相
対的に高所得者にとって不利になる。つまり、所得制限がある定額の児童手当
と扶養控除・特定扶養控除の廃止は高所得者にとって二重の悪影響を及ぼすわ
けである。
４．おわりに
　以上見てきたように、2000年以降、所得再分配効果は高まっている。一方、
社会保険料は年々増加し、減税措置はなくなり、所得控除も縮小されており、
絶対額としての各個人の負担は高まっている。その負担は高所得者に多く課さ
れており、標準世帯全体としては、格差がより小さい状態へと向かっていると
いえるものの、低所得者の負担を減らすことなく、高所得者の豊かさをそれ以
上に削って実現されている状態であるといえよう。
　なお、本稿の分析は標準世帯に限定されたものであり、すべての世帯につい
て適用できる議論ではない。現在、日本は少子高齢化など、国の根幹に関わる
ような大きな問題を抱えているが、山積している問題を解決するための鍵は少
子化を食い止めることであることに議論の余地はないであろう。したがって、
標準世帯における所得再分配効果の推移（2014年以降の影響）　小野
－23－
子育て世帯とその他の世帯の所得再分配が最重要課題なのであり、今後の課題
としたい。
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